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相続事前対策 ②節 税  対  策

①争 族  対  策

③納税資金対策
土地利用対策

●「相続対策」＝「節税対策」ではない

財産を次世代に承継させることを考えるときに、世間では、相続税の
「節税」をうまく行い税金を軽くすることだけに重点をおいた話がされる
ことがあるようです。
ですが、いろいろと節税対策をしたにもかかわらず相続人同士の争いに
より対策が無意味になってしまったり、逆に節税対策が相続トラブルを引
き起こす原因になってしまったりすることもあります。相続の事前対策を
考えるときは、決して「相続税がいくら安くなるか」という視点だけで考
えることはしないようにしてください。

●相続事前対策では３つの対策を考える

相続事前対策は、①争族対策、②節税対策、③納税資金対策の３つの柱
から成り立っています。
これに加えて所有している財産の多くが土地である場合には、これらの
対策と土地利用対策が密接に関連してきます。

1 相続事前対策の柱
～争族対策、節税対策、納税資金対策～
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①　争族対策

争族対策とは、現実に相続が発生したときに、遺産分割などをめぐる争
・

いが遺族
・

間で起きないようにするための対策です。
代表的なものとしては、遺言書の作成があります。

②　節税対策

節税対策とは、被相続人の所有する財産を移転（贈与、譲渡など）した
り、土地活用で評価を圧縮したり、法定相続人を増やしたりして、現在予
想されている相続税額をできるだけ引き下げる対策です。
代表的なものとしては、生前贈与（暦年贈与）、賃貸住宅の建設、養子
縁組などがあります。

③　納税資金対策

納税資金対策とは、現在予想されている相続税額、または②の節税対策
を行った後の相続税額に対し、それを支払えるだけの現金（生命共済金等
を含む）や、売却して納税資金に充てる財産もしくは物納できる財産を準
備しておくものです。
代表的なものとしては、相続税納税用に売却する土地の確保や土地活用
による安定収入確保、生命共済の利用、物納などがあります。

近頃、節税対策として賃貸住宅の建設を組合員に強くすすめるハウス
メーカーや不動産業者も多いようですが、人口減少のなか20～30年にわ
たって、上手く賃貸経営を行っていくのは容易ではありません。
賃貸住宅の建設といった「土地利用対策」については、節税対策を目的
とするのではなく、将来にわたる経営やくらしを一番に考え、長期的な分
析を行ったうえで実施してください。そして、その結果が相続対策にも
なっていると考えるべきであって、本末転倒とならないよう注意する必要
があります。

 第１章　備えあれば憂いなし
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また、家族信託がいろいろと話題となっています。財産の承継の方法と
して有益なところはありますが、信託によって利益を受ける家族（受益
者）に対する遺留分侵害額請求の可否など議論すべき問題も多くあります
ので、専門家と十分に協議してください。
なお、遺留分については62ページを参照してください。

●なによりも“争族”を防ぐことが大切

この３つの柱が相続事前対策の基本ですが、対策が効果を発揮するに
は、なにより争族を防がなければなりません。
そのため、35ページで説明する相続トラブルの原因などを知ったうえ
で、相続トラブルを回避するのに有効である、遺言書の作成をぜひ検討し
てみてください。
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●５つの財産の承継方法
財産を次世代に承継させる方法としては、
⑴　生前贈与
⑵　売買
⑶　死因贈与
⑷　遺産分割協議
⑸　遺言
が考えられます。以下、⑴～⑸について簡単に説明します。

⑴　生前贈与
自分の財産を生前に子や孫に無償で譲渡するものです。贈与というと、
一方的な行為と思われがちですが、法律的には契約です。
つまり、あげる側（贈与者）ともらう側（受贈者）との合意が必要とい
うことになります。したがって、親が子供の預貯金口座にお金をあげる目
的で勝手に入金しても、もらった子供がこのことを了解しなければ法律的
には贈与ということにはなりません。
いまは、親や祖父母が子供や孫名義の預貯金口座を開設する際には本人
確認などが必要ですが、昔は比較的簡単に、身内なら家族名義の口座が開
設できました。この口座に親や祖父母が名義人に黙って入金をしているこ
とがあり、このお金は名義人のものなのか、それとも入金した人のものな
のかが議論され、相続トラブルに発展することもありました。
贈与は契約ですから、双方で贈与の認識が必要ですが、書面作成までは
要件とされていません。

2 財産の承継方法を知ろう

 第１章　備えあれば憂いなし
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しかし、書面がないと贈与かどうかはっきりしないことになり、相続ト
ラブルの原因になりかねませんので、書面は作成しておくべきでしょう。

生前贈与では、生前に自分の財産ではなくなることから、贈与された財
産は遺産ではありません。
しかし、その贈与が特別受益（注１）であるときは、計算上遺産に取り込ま
れることもあり、贈与が多額ですと遺留分侵害（注２）の対象にもなります。
また、生前の贈与税は相続税に比べて高額になることもあり、生前贈与
の活用方法については、ＪＡ職員や税理士等の専門家の意見も参考にして
ください。

（注１）70ページ参照
（注２）64ページ参照

⑵　売買

自分の財産を生前に相続人に対して売却しておくということも、財産の
承継の１つとして考えられます。売却をして相続人名義になったわけです
から、その財産は遺産相続の対象とはなりません。
しかし、注意する点もいくつかあります。
財産を適正な値段で相続人に売却したのであれば、被相続人の遺産は売
却した財産が遺産からなくなったものの、現金という形で遺産に入り、相
続財産の計算上の価値は同じです。
ですが、もし、売却価格が正当な価格より安いということになると、他
の相続人としては当然不満を感じます。あまりに安いときは、適正価格と
の差額については贈与を受けたと同じとして、その差額について特別受益
とされることもあります。また、税金の面でも、価格があまりに低いと贈
与とみなされる危険があります。
その意味で、生前に財産を相続人に売却するにあたっては、財産の価格
に注意をする必要があり、不要な贈与税が課税されないよう税理士などと
の事前相談が大切です。
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また、購入する側の相続人についても、不動産取得税や、購入後に発生
する固定資産税などの負担も事前に理解しておく必要があります。

なお、相続人以外の者に財産を売却し相続に備えるということもあり
ます。とりわけ、処分が困難な物件について、相続前に現金化しておくこと
は効果的です。処分が困難なのに相続税上の評価が高いという物件について
は、価格は安くなっても生前に売却しておくということを検討してください。
大切な財産を安く処分することは祖先に対して申し訳ない気持ちになる
と思いますが、その財産を残すことで、将来、納税の問題が生ずるのであ
れば、処分してしまうという選択も検討してみてはどうでしょうか。

⑶　死因贈与

贈与は前に述べたように、財産をもらう人との間の生前の契約です。
この死因贈与というのは、あげる人（贈与者）の死亡によって効力が生
じる贈与のことです。簡単にいえば、自分が死亡すれば、この財産を相手
（受贈者）に無償であげるという契約です。
受贈者が先に死亡したときには、原則として死因贈与契約の効力はなく
なるとされています。問題は、死因贈与契約の後、贈与者側から、この契
約の撤回が可能かです。死因贈与の場合、受贈者との契約なので、一方的
に撤回できるかが問題となるのです。
まず、書面を作成していない死因贈与であれば、贈与者は生前に撤回す
ることが可能です。また、死因贈与契約を書面でしていたときも撤回する
ことは可能と考えられます。ただし、負担（負債などマイナスの財産）付
の死因贈与については、受贈者が負担部分を既に履行している場合は贈与
の撤回はできないとしています（ただ、これらの撤回については諸説あり
ますので注意が必要です）。
いずれにせよ、自分の財産の処分を決めることですので慎重に検討をす
るべきで、安易な気持ちで契約をしてしまい、後でこれを撤回するという

 第１章　備えあれば憂いなし
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ことがないように専門家とよく相談をしてください。
なお、死因贈与契約を締結する場合、不動産に対して仮登記を設定する
こともあります。
また、死因贈与の場合の課税は、贈与税ではなく相続税となります。

⑷　遺産分割協議

遺産分割協議は相続開始の後、相続人らの協議によって財産を承継する
方法です。
相続人間の話し合いで協議ができる場合と、話し合いで解決ができずに
裁判所で解決する場合があります。裁判所で解決する場合には、家庭裁判
所での調停で解決するときと、調停でも解決しないために審判で解決する
ときがあります。
相続人間の自由な話し合いで財産の承継がスムーズに行くケースがほと
んどだと思いますが、なかには相続人間でいろいろと話し合い、やっとの
ことで遺産分割協議が成立することもあります。
遺産分割協議では、法定相続分（注１）を前提に、被相続人の負債をどう
するかなども含めて相続人間で自由に遺産を分割して承継します。必ずし
も法定相続分どおりでなくてもよいわけです。
ただし、負債の承継を法定相続分どおりにしないときは、債権者の承諾
が必要です。

しかし、話し合いがうまく行くとは限りません。この場合には、相続人
の誰かが遺産分割調停を家庭裁判所に申立て、裁判所の調停委員を介して
相続人間での話し合いをします。この場合には、以下の点に注意してくだ
さい。

①　遺産の範囲が確定していること。

遺産分割の調停は遺産をどう分割するかの調停ですから、遺産の範囲
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が確定していることが前提です。この財産が遺産か否かは調停で決める
わけではなく、その点について争いがあるのなら地方裁判所で遺産か否
かを決める必要があります。

②　遺産の評価について合意ができるか。

遺産を物理的に分けられないときはお金での調整になります。そのた
め、遺産をいくらと評価するかの問題があります。調停や審判では時価
が前提ですので、その時価をどうやって決定するかでトラブルになるこ
ともあります。一般には、例えば「相続税評価額をもって（小規模宅地
等の減額は除く）時価評価額とする」などと相続人同士で合意します
が、合意できないときは財産の評価を不動産鑑定士などに依頼すること
となり、これには高額の費用が生じます。

③　負債や貸付金などは対象外であること。

遺産分割の調停は資産をどう分けるかの問題であり、負債をどう分配す
るかは原則として協議対象とされません。
また、貸付金など法律上の可分債権とされているものは、法定相続分に
応じて相続人が分割取得するとされることから、原則として遺産分割の対
象とはされていません（相続人の合意があるときは別です）。
なお、預貯金については、裁判所は遺産分割の対象としています。

④　寄与分（注２）を主張するのであれば、寄与分を定める調停の申立てをあ

わせてしておくこと。

寄与分を主張するためには、遺産分割の調停とは別に寄与分を定める調
停の申立てが必要となり、この申立てをあわせてすると遺産分割調停と一
緒に議論されることになります。もし、遺産分割の調停が不成立で審判に
移行した場合、予め寄与分を定める調停の申立てをしていないと、審判で
は寄与分は審理されないことになります。

（注１）50ページ参照
（注２）73ページ参照
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⑸　遺言

⑶の死因贈与は死亡を条件とする贈与契約ですが、遺言は遺言者の一方
的な行為で財産を承継させようというもので、一定の要件を充たす必要が
あります。財産の承継について、遺言をした人（遺言者）からの一方的な
ものが遺言、もらう人（受贈

・

者）との契約が死因贈与と考えてください（遺
言により財産をもらう人は「受遺

・

者」と呼びます）。
遺言について詳しいことは第２章で説明しますが、相続トラブルをできる
だけ防止するということを考えると、遺言書の作成はその有効な手段です。

遺言があれば自分の財産を死後どうしてほしいかを明確にすることがで
き、財産の取り合いを防ぐことが可能です。また、遺言があれば相続人は
他の相続人の協力なしに財産を承継することもできます。
その意味で、相続トラブルが予想されるようなときには遺言書を作成し
てみることを検討してください。
もちろん、遺言をするということは相続人に対して財産を均等に与えな
いということであり、いってみれば、親が子供に対して成績をつけるよう
なものかもしれません。そのため、遺言をすることは何かむずかしいこと
というほかに、相続人に対して自分の考えを示すことへの抵抗感があるか
もしれません。
しかし、大切に守ってきた財産が相続トラブルでめちゃめちゃにされても
よいのでしょうか。それでは何のために長年にわたり財産を守ってきたこと
になるのでしょうか。
相続人らにとっても遺言内容を遺言者の死亡後に知ることは大変につら
いことかもしれませんが、遺言内容を知ることで遺言者の気持ちをきっと
理解してくれるでしょう。
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（後妻） （前妻）（死亡）

Ｚ

Ｃ Ｄ Ｅ Ａ Ｂ

Ｘ Ｙ

遺留分を軽視してはならない

●遺言では遺留分への配慮が争族を防ぐ

遺留分については、前節でどのようなものかわかったと思います。遺言
をするときは、この遺留分への配慮を忘れないようにすることが、相続ト
ラブルを防ぎ、遺言に記した被相続人の思いが大切にされることになりま
す。

●遺留分でトラブルになった実例

遺留分を軽視してはならないことをお伝えするために、ある事案を紹介
します。

・Ｘ（既に死亡）には前妻Ｙとの間に、ＡとＢの２人の子がいます。
・Ｘは後妻Ｚとの間に、Ｃ、Ｄ、Ｅの３人の子がいます。
・子ＡとＢは、後妻Ｚと養子縁組をしています。

このような関係で、後妻Ｚが遺言書を残して死亡しました。公正証書遺
言です。遺産としては、河川敷の土地（資材置場として貸借中）、自宅敷
地と敷地内にあるアパート１棟（土地全体で約400坪）でした。
遺言は、「Ｃ、Ｄ、Ｅの３人で３分の１ずつ分けよ」という内容でＡと

5 遺留分を軽視してはならない

 第２章　“遺言”を知る
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Ｂについての記述は全くありませんでした。
ＡとＢは後妻Ｚとは養子縁組をしていましたから、相続人としては、
Ｃ、Ｄ、Ｅと同等の立場にあり、遺留分としては、１人あたり遺産全体の
10分の１（1/2÷５人）の遺留分があります。
相続税の対象となる相続税上の評価額は約２億円でしたので、遺留分と
して侵害されている価額は、この税法上の価額を遺留分侵害額請求のと
きの遺産総額としても、ＡとＢの合計で4,000万円になります（２億円×
1/10×２人）。
ＡとＢの２人は、Ｃ、Ｄ、Ｅの３人に対して、当然、遺留分侵害額請求
権を行使し、直ちに家庭裁判所に調停の申立てがなされました。
後妻Ｚの子のうち、Ｃは遺産の土地の上で生活もしており、Ｃ、Ｄ、Ｅ
の３人はいずれも資力が十分にあるわけではありません。結局、ＡとＢは
現金で4,000万円を支払えば和解するということになりましたが、Ｃたち
は資力がないので、土地を売却して支払いに充てることになりました。

○売れないような土地では…

ところが、河川敷の土地は売却の可能性が全くありません。そこで、
400坪の自宅敷地の一部を売却して現金を捻出することにしました。土地
の評価からすると、50坪位を売却すればよいだろうとＣたち３人は考えて
いました。しかし、現実はそんなうまくは行きません。
土地は400坪あるのですが、その中にアパートや物置小屋などが無秩序
に配置されていたため、その売却用の土地を用意するためには、どうして
も造成工事をする必要が生じたのです。造成していなかったため、自宅敷
地の土地の評価が低かったということにもなるのですが、4,000万円を捻
出するには造成工事費用も捻出する必要が生じました。その結果、Ｃ、
Ｄ、Ｅは自宅敷地の半分近くを手放すこととなってしまったのです。
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○遺言書の内容に注意していたら…

もし、後妻Ｚが遺言書を作成するにあたって、ＡとＢの遺留分のことを
考えていたら、自宅敷地を半分も失うことにならなかったでしょう。
Ａ、Ｂに対しては何らかの形で遺留分に相当する資産を与える旨の遺言
をしていたら、それで解決していたはずです。もちろん、現実の相続発生
時に遺留分の侵害が全くないとも断定はできません。しかし、ある程度
は遺留分として確保されているのですから、相続後のＣたち３人の負担額
も、もっと小さくてよかったはずです。

ところで、万が一、Ｃたち３人がＡ、Ｂとの和解をしなかったとした
ら、どうなっていたでしょうか。裁判になり、遺留分の確保は裁判所が決
することとなります。
そして、裁判の中で相続対象財産の価額をいくらとするかを争ったり、
あるいは裁判所を介して土地の鑑定評価をしたりして裁判所の判断が示さ
れます。
その示された金額の用意ができないときは、財産（相続財産を含む）に
対して差押えとなり、競売される危険性が生じることになります。
このような事態は、Ｃたちとしては望みません。そこで、苦渋の選択の
結果、土地の売却をして4,000万円の捻出をするという結論を出したわけ
なのです。

●「ハンコ代」では済まなくなった相続

遺留分に関する争いは、近年、非常に多くなっています。
従来は、跡継ぎに遺産の大半を相続させるのは当たり前で、他の相続人
は、いわゆる「ハンコ代」程度をもらって相続は終了ということが多かっ
たと思います。そういう事情でしたので、遺言でも遺留分のことには、あ
まり配慮がされてきませんでした。
しかし、現在は全く状況が異なります。
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農家なので「農地を含めた遺産は全部跡継ぎに」と安易に考えていると、
跡継ぎが兄弟姉妹から遺留分侵害の訴えを起こされる可能性もあり、遺言を
書いたのに農地がバラバラになってしまうことにもなりかねません。
遺言では常に遺留分のことを頭の片隅に入れておいてください。

●民法の改正

令和元年７月１日から改正民法が施行されました。改正民法では遺留分侵
害があるときは、金銭の支払いを求めることで解決することになりました。
そうなると、以前のように土地等を分割して解決することが当然にはで
きなくなったことから、土地等を売却して遺留分のトラブルを解決しなけ
ればならない事例が多くなる可能性が考えられます。

●農地の評価でトラブルになることも

ただ、遺留分を考えるとき、遺産の何割が遺留分だといっても、その遺
産全体の価額が問題になります。なぜなら、遺留分侵害額請求を行う側に
とっては、遺産全体の価額をできるだけ大きく評価することが、受け取る
遺留分の価額を大きくすることになるからです。
遺産の価額については、相続開始時の時価を基準として計算します。固
定資産税や相続税の評価額ではありません。
ここで問題になるのは、生産緑地を相続し、相続税の納税猶予を受けて
いる場合です。この農地の価額を評価する際に、固定資産税の評価額とし
てくれればよいのですが、宅地並みの時価で評価したうえで遺留分侵害額
請求がなされると、農地を取得した相続人が大幅に他の相続人の遺留分を
侵害していると主張されることになり、困ったことになります。
生産緑地や相続税納税猶予など農地に関する制度は、裁判官でさえ詳し
くないことが多いので、農地の評価が問題になった場合には、速やかに農
地制度に詳しい弁護士などをＪＡに紹介してもらってください。
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判断力を欠く状態の人の権利を保護するため、成年後見制度の利用が
広く推奨されています。制度としては必要なものではありますが、相続
のことを考えると注意が必要です。
相続人の１人が成年後見の審判を受けているような場合で、遺産分割

協議が必要なときには、相続人である被成年後見人に代わって成年後見
人が遺産分割協議に介入します。
成年後見人は被成年後見人の権利を擁護することが職責ですので、法

定相続分を主張する可能性があります。
例えば、長男が被成年後見人の施設入居費用などの面倒はみるのだか

ら、その被成年後見人の相続分は少なくてもよいだろうという考えが必
ずしも通用しないのです。
また、配偶者が元気なうちに夫が遺言をした実例ですが、子供が不仲

なので、夫の相続のときに遺産の多くを農業後継者である長男に相続さ
せ、配偶者分はわずかにしておくとの内容で、配偶者も了解していまし
た（これで、配偶者の遺産が少なくなり、配偶者の相続のときのトラブ
ルを防げる予定でした）。ところが、その後、配偶者に成年後見人が就任
し、なんと夫が死亡した際に、成年後見人から長男に遺留分侵害額請求
がなされました。
遺留分がある以上、成年後見人は侵害額請求するのが職責であり、こ

れをしないのは職務怠慢になるそうです。これでは、夫の遺言の趣旨が
反映されないことになってしまいます。
配偶者としては、自分の判断力がなくなるとは考えていなかったと思

いますが、遺留分より少なくてもよいというときは、裁判所に対して遺
留分の放棄許可を相続前に得ておく必要も考えなければいけないという
ことでしょう。						         （草薙一郎） 

コラムコラム 成年後見人の介入と相続
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「法定相続分を知ろう」のところ（56ページ）で、特別受益や寄与分は
法定相続分を修正するようなものだと説明しました。ここでは、このこと
を少し詳しく説明します。

●特別受益について

相続人の中で、被相続人から以下の行為をしてもらった者については、
特別受益を受けた者とされます。
・被相続人から遺贈を受けた者
・被相続人から婚姻のため贈与を受けた者
・被相続人から養子縁組のため贈与を受けた者
・被相続人から生計の資本として贈与を受けた者
以上に該当する相続人は特別受益者として、遺産分割にあたっては、一
定のルールに従った対応を受けます。

具体的には、被相続人の相続開始のときの財産の価額に特別受益となる
生前贈与の価額を加算して、加算後の価額全体を相続財産として法定相続
分を算出し、ここから各相続人が贈与で取得した分を差し引いたものが、
特別受益を考慮した法定相続分となります。

6 特別受益と寄与分を理解しよう

70 71



Ｘ

Ａ Ｂ Ｃ

Ｙ
（死亡）

例えば、Ｘには子３人（Ａ、Ｂ、Ｃ）がいたとします。

・Ｂは生活費としてＸより600万円の生前贈与を受けています。
・Ｘ死亡時の財産は9,000万円。
・ＸはＡに3,000万円、Ｂに2,000万円、Ｃに3,000万円分の財産を相続さ
せることとした遺言を残しています。

この例では、Ｘの財産のうち遺言に記されていない1,000万円分の財産
が遺産分割協議の対象となります。この1,000万円分の法定相続分は以下
のように計算します。

まず、Ｘ死亡時の財産に生前贈与分を加えた9,600万円（＝9,000万円＋
600万円）を、Ｘの相続財産とみなします。そして、この9,600万円から各
相続人の法定相続分を算出し、生前贈与分と遺贈分を控除したものが、特
別受益を考慮した法定相続分となります。

　9,600万円÷３人＝3,200万円／人

　　　　　　　  （生前贈与分）  （遺贈分）
　Ａ：3,200万円－　  ０円－3,000万円＝200万円
　Ｂ：3,200万円－600万円－2,000万円＝600万円
　Ｃ：3,200万円－　  ０円－3,000万円＝200万円
　　　　　　　　　　　　　　　計　1,000万円
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いうまでもなく、協議がまとまれば、遺言に記されていない1,000万円
分の財産をＡ、Ｂ、Ｃがどのように分けようが問題とならないのですが、
協議がまとまらず遺産分割の調停や審判となったときには、裁判所は前
ページのような考え方を採用します。

○「持ち戻し」とは何か？

以上のとおり、いってみれば、生前贈与は遺産の先取りですから、相続
発生時に調整をすることになります。これを「持ち戻し」と呼んでいます。
ただ、贈与した側、つまり被相続人としては、贈与したものは贈与した
もので、残りを法定相続分としてくれと考えることもあるでしょう。こう
いう場合には前述のような処理をしないでくれと意思表示することができ
ます。これを「持ち戻しの免除」といいます。
民法の改正により、婚姻期間が20年以上の夫婦の一方である被相続人が、
他の一方に対して、居住用の建物またはその敷地を遺贈または贈与したとき
は、持ち戻し免除の意思表示をしたものと推定されることになりました。
この改正は、令和元年７月１日以降の遺贈または贈与から適用されます。

○遺留分との関係

生前贈与が大きく、他の相続人の遺留分が不足するときは、侵害額請求
の対象となります。このことは、被相続人が持ち戻し免除の意思を示して
も関係ありません。

○特別受益の対象となる生前贈与

特別受益の対象となる生前贈与ですが、民法では期間の制限はありませ
んので、理論上はかなり以前のものでも対象となります。このうち遺留分
侵害額請求の対象となる贈与は原則として相続開始前１年までのものです
が、その贈与が特別受益のときには、従前はこの期間の制限はありません
でした。ところが、民法の改正により令和元年７月１日以降に発生した相
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続については、相続開始10年前までの特別受益が遺留分侵害の対象となり
ました。
なお、遺産に生前贈与の価額を加算すると説明しましたが、その価額は
「いつの価額か」が問題となります。これについては、「相続発生時」の
価額が加算されるとされていますので、不動産が値上がったときに相続が
発生したときは、その上昇した価額が加算の対象となります。

また、相続人自身が受領していなくても、相続人の代わりに配偶者が受
領したようなときは、相続人が受領したとみなされることもあります。
代襲相続人がまだ相続権のないときに贈与された場合（例えば、祖父か
ら孫が贈与を受け、その後、孫の親が死亡して、孫が祖父の代襲相続人に
なったような場合）も、特別受益の対象の贈与と考えられています。
また、親が贈与を受けたのち死亡したため孫が代襲相続人となったとして
も、同様に考えるべきだと理解されています（ただ、これらについては諸
説あるので注意が必要です）。

以上のような特別受益ですが、相続人間の協議では、誰が何をもらった
とか、もらわなかったとかで、しばしば相続トラブルの原因となることが
あります。親としては生前に子たちへの援助をするのはよいのですが、援
助の内容に差があると、自らの行為が原因で相続トラブルを起こさせてい
ることになるわけです。
なお、特別受益は相続人間で協議ができれば、その協議の内容で解決す
ることになります。もし、協議できないときは遺産分割の調停や審判とな
り、裁判所の判断を示してもらうことになります。

●寄与分について

相続人の中で、
・被相続人の事業に関する労務の提供や財産上の給付
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・被相続人の療養看護
・その他の方法
をすることで、被相続人の財産の“維

・ ・

持または増
・ ・

加”について「特別の寄
与」がある人に対しては、その寄与の評価額を優先して与えようという制
度があります。
したがって、被相続人に対して何かの貢献をしていたとしても、この要
件に該当しなければ、寄与は認められないわけです。

○寄与分が認められるハードルは高い

入院している被相続人の見舞いに行ったとか、行かなかったとかいう主
張をしているケースがありますが、見舞いに行ったか否かは、人としての
評価の問題であって、寄与を考える対象にはなりません。
また、親と同居している子については、親の面倒をみており、さらに同
居することによるいろいろな問題があるはずですが、単なる同居では「特
別の寄与」とされていません。
親の判断力がなくなり、子や孫たちが自分の生活に支障が生じていても
親を看護しているといった状況でないと、なかなか寄与とはならないよう
です。
寄与については、遺産分割協議の際に主張されてくることが多いのです
が、その多くが「特別の寄与」とはいえません。
前述の同居のケースも、寄与分が認められないとなれば親と同居などし
なければよかったと考える相続人やその配偶者もいることでしょう。同居
することで目に見えない苦労はつきものです。しかし、元気な親との同居
は寄与とはいえないのです。子は老いた親の面倒をみるものということか
もしれませんが、何か腑に落ちない気がします。
同居して面倒をみてくれた子の日々の努力が評価されるためにも、親と
しては遺言を活用し感謝を伝えることがよいのではないでしょうか。
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○遺産分割調停とは別に申立てが必要

もし、相続人の中で寄与分を主張する人がいて、相続人間の協議で寄与
の評価ができるときは、まず、その評価分を寄与者に取得させ、残った遺
産を分割するという形が本来の姿です。
しかし、寄与の有無や評価について相続人間での協議ができないとき
は、遺産分割協議も成立していないでしょうから、遺産分割調停や審判に
なるでしょう。寄与分を主張したい相続人は遺産分割調停とは別に、寄与
分を定める調停の申立てをしておく必要があり、この申立ては遺産分割調
停と併合されていくことになります。
そして、遺産分割調停が不成立となり審判に移行するときには、寄与分
を定める調停も審判に移行して、裁判所の審判の対象となります。
つまり、遺産分割調停とは別に、寄与分を定める調停の申立てをしてお
かないと、少なくとも遺産分割の審判では寄与分について裁判所は判断は
しませんので、注意してください。この点が特別受益の主張と違う点にな
ります。

●特別受益と寄与分が両方ある場合

特別受益と寄与分とが重なる場合の処理方法について説明します。

Ｘ

Ａ Ｂ Ｃ

Ｙ
（死亡）

・Ｘ死亡時の財産は9,000万円。
・Ａは生活費としてＸより600万円の生前贈与を受けています。
・ＢはＸに関して寄与分があり、評価額は300万円です。
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　9,000万円＋600万円（生前贈与分）＝9,600万円
　9,600万円－300万円（寄与分）　　＝9,300万円
　
　9,300万円÷３人＝3,100万円／人

　　　　　　　 （生前贈与分）（寄与分）
　Ａ：3,100万円－600万円+　　０円＝2,500万円
　Ｂ：3,100万円－　 ０円＋300万円＝3,400万円
　Ｃ：3,100万円－　 ０円+　　０円＝3,100万円

以上のようになりますが、このような場合の計算方法については諸説あ
りますので、必ず専門家に相談してください。

●「特別の寄与」制度について

民法の改正で、令和元年７月１日から「特別の寄与」制度が施行されま
した。これは前述の寄与分を主張できる相続人と同様のことをした相続権
のない者が、相続人に対して寄与に応じた金銭の支払いを請求できる制度
です。相続人との協議で整わないときは、裁判所に申立てることができま
す。ただし、期間の制限があるので注意してください。特別の寄与をした
者が相続の開始および相続人を知ったときから６か月を経過し、または相
続開始から１年を経過したときは申立てはできません。
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